
各検討パターンの想定事業費について

資料３



想定事業費 試算の前提条件

■試算を⾏う期間
建物の使⽤年数としている８０年と設定
建築費⽤だけでなく、管理・運営費⽤や改修費⽤を含めた⻑期的なライフサイクルコストを試算

■各施設の延床面積
建替・改修︓現状と同規模 複合化︓現状から10％削減

■設計、建設等に関する概算単価
• 市の実績に基づく値（基本計画案公表時よりも上昇 ex:420→499千円/㎡ 約20%増加）
• リファイニングは、更新＋解体に係る概算単価の70%として設定（379千円/㎡）

■管理・運営費⽤（⼈件費・維持管理費・事業運営費・指定管理者の⽀出）
建替・改修︓現状と同額（公共施設カルテよりH30〜R1の平均）
複 合 化 ︓現状から10％削減

施設賃借料は皆減（⻘少年学習センター5,486千円、国際交流ラウンジ6,756千円、
児童館4,575千円）

■土地活⽤益
売 却︓実勢想定価格270千円/㎡と仮定して試算（⾏財政構造改⾰プランの効果額の算定⽅法と同様）
定期借地︓上記⼟地価格の3%として試算（相模原市市有財産条例施⾏規則第16条2項）

■財源（安全安心なまちづくりにつながる事業、公共施設を複合化して再整備する場合等に適⽤）
国庫補助⾦︓社会資本整備総合交付⾦を想定（補助率40% 公園整備費や解体費を除く）
地⽅交付税︓公共施設等適正管理推進事業債を想定（充当率90％、交付税措置率５０％）

個別建替の場合は、一般単独事業債を想定（充当率75%、交付税措置なし）
■各検討パターンの概要

第１０回市⺠検討会でまとめた検討パターンの概要に記載されている施設配置等の内容をベースに単純化
（どの検討パターンも、⾃転⾞駐⾞場は個別建替、公園は全⾯リニューアル、仮設は図書館で必要な場合のみ計上）
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中規模改修工事(建築後２０年) ⻑寿命化改修工事(建築後４０年) 中規模改修工事 (建築後６０年)

外部仕上げ
屋上防⽔の更新、外壁浮き等補修
外部塗装等、外部シーリング打替
鉄部の塗装塗替 等

屋根、屋上防⽔の全⾯改修
外壁等の全⾯改修、外部建具の改修
⾦物類の取替 等

屋上防⽔の更新、外壁浮き等補修
外部塗装等、外部シーリング打替
鉄部の塗装塗替 等

内部仕上げ 損傷の激しい個所の改修 天井、壁、床仕上の更新(下地含)
内部建具の取替 損傷の激しい個所の改修

電気設備 照明器具の更新、発電設備のオーバー
ホール、損傷の激しい個所の改修

受変電設備の更新、発電設備の更新
照明器具のＬＥＤ化

照明器具の更新、発電設備のオーバー
ホール、損傷の激しい個所の改修

給排⽔衛生
設備

ポンプ類のオーバーホール、損傷の激
しい個所の改修

ポンプ類の更新、配管類の更新
消⽕設備の更新

ポンプ類のオーバーホール
損傷の激しい個所の改修

空調設備 空調機器の更新
損傷の激しい個所の改修

空調⽅式の⾒直し、機器更新
ボイラー等の更新

空調機器の更新
損傷の激しい個所の改修

その他 エレベータの更新、外構整備工事
省エネ向上工事、バリアフリー化

出典︓相模原市一般公共建築物⻑寿命化計画

⻑期的な改修工事実施の考え⽅（⻑寿命化）



3出典︓https://www.comp.tmu.ac.jp/lp-met/jp/docs/140317_LP2.pdf

⻑期的な改修工事実施の考え⽅（リファイニング）



■改修（⻑寿命化）
⻑寿命化改修 中規模改修 建設・解体 中規模改修 ⻑寿命化改修

築40年 築60年 築80年 築20年 築40年

■更新（複合化）
建設・解体 中規模改修 ⻑寿命化改修 中規模改修 次期更新時期

築0年 築20年 築40年 築60年 築80年

■更新（個別建替）
解体・建設 中規模改修 ⻑寿命化改修 中規模改修 次期更新時期

築0年 築20年 築40年 築60年 築80年

※ リファイニングについては、建築家の⻘⽊茂氏の資料をもとに、３０年ごとに再リファイニングを
⾏うとして試算

※ ⾃転⾞駐⾞場（鉄骨造）については、３０年ごとに更新として試算

■改修（リファイニングで対応できた場合）
リファイニング 再リファイニング 再リファイニング 解体・建設

築40年 築70年 築100年 築120年
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⻑期的な改修工事実施の考え⽅



■財源（複合化）
・設計、建設

国庫補助⾦ 市債

一般財源

40% 54%          6%
市負担60%

・公園整備費

市債

一般財源

90%               10%

・解体（除却）

市債

一般財源

市負担100%

■財源（個別建替）
・設計、建設

市債

一般財源

75%     25%

市負担100%

・解体（建替）

一般財源

市負担100%
90%     10%

※市債は、公共施設等適正管理推進事業債を想定
（充当率90% 交付税措置あり）
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・公園整備費

市債

一般財源

75%     25%

市負担100%

※市債は、一般単独事業債を想定
（充当率75% 交付税措置なし）

市負担100%

想定される財源の例



〇 施設配置の概要
• 図書館、公⺠館、まちづくりセンター、⻘少

年学習センター、国際交流ラウンジ、児童館
を現在の位置で建替え

• ⾃転⾞駐⾞場も個別建替(延床⾯積3,610㎡)
• 公園は全⾯リニューアル

各施設の延床面積 7,885㎡（±0）

＜ポイント＞
• 建替えの際に仮設が必要。

（図書館のみ計上 5億円）
• 延床⾯積の削減による維持管理費の縮減効果

が⾒込めない。
• 国からの国庫補助⾦や地⽅交付税措置が⾒込

めない。
• ⼟地活⽤益を⾒込めない。
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〇想定事業費 705.2億円（80年間）

〇国庫補助⾦ なし

〇土地活⽤益 なし

建物のライフサイクルコスト（80年間）

建設費
62.5億円
（8.9%）

維持管理費
642.7億円
（91.1%）

市負担 705.2億円（80年間）
705.2-0=705.2

全て建替え

リニューアル

※改修（⻑寿命化）の場合についても、
80年間の想定事業費は個別建替えと同規模

現在地維持パターンの想定事業費（建替え）



〇 施設配置の概要
• 図書館、公⺠館、まちづくりセンター、⻘少

年学習センター、国際交流ラウンジ、児童館
を現在の位置で改修（リファイニング）

• ⾃転⾞駐⾞場は個別建替(延床⾯積3,610㎡)
• 公園は全⾯リニューアル

各施設の延床面積 7,885㎡（±0）

＜ポイント＞
• 改修の際に仮設が必要。

（図書館のみ計上 5億円）
• 延床⾯積の削減による維持管理費の縮減効果

が⾒込めない。
• 国からの国庫補助⾦は⾒込めないが、地⽅交

付税措置は⾒込める。
• ⼟地活⽤益を⾒込めない。 7

〇想定事業費 680.5億円（80年間）

〇国庫補助⾦ なし

〇土地活⽤益 なし

建物のライフサイクルコスト（80年間）

建設費
48.1億円
（7.1%）

維持管理費
632.4億円
（92.9%）

市負担 680.5億円（80年間）
680.5-0=680.5

改修（リファイニング）

リニューアル

建替え

現在地維持パターンの想定事業費（改修－リファイニング）



〇 施設配置の概要
• 図書館、公⺠館、まちづくりセンター、⻘少

年学習センター、国際交流ラウンジ、児童館
を⿅沼公園内に複合化

• ⾃転⾞駐⾞場は個別建替(延床⾯積3,610㎡)
• 公園は全⾯リニューアル

複合施設の延床面積
7,885㎡ → 7,095㎡（－10％）

〇想定事業費 627.4億円（80年間）

〇国庫補助⾦ 14.7億円

〇土地活⽤益（図書館、公⺠館・まちづくりセンター・児童館敷地）

売却の場合 23.8億円
定期借地の場合 57億円（80年間）

＜ポイント＞
• 建設の際に仮設が不要。
• 延床⾯積の削減による維持管理費の縮減

効果が⾒込める。
• 国からの国庫補助⾦や地⽅交付税措置に

より、市負担額の軽減が⾒込める。
• ⼟地活⽤益として、売却益⼜は賃借料の

ほか、固定資産税等の税収増が⾒込める。
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建物のライフサイクルコスト（80年間）

建設費
53.4億円
（8.5%）

維持管理費
574億円

（91.5%）

市負担 555.7億円（80年間）
627.4-14.7-57=555.7

複合化

建替え

リニューアル

⿅沼公園中⼼パターンの想定事業費



〇 施設配置の概要
• 図書館、公⺠館、まちづくりセンター、⻘少

年学習センター、国際交流ラウンジ、児童館
を図書館敷地内に複合化

• ⾃転⾞駐⾞場は個別建替(延床⾯積3,610㎡)
• 公園は全⾯リニューアル

複合施設の延床面積
7,885㎡ → 7,095㎡（－10％）

〇想定事業費 632.4億円（80年間）

〇国庫補助⾦ 14.7億円

〇土地活⽤益（公⺠館・まちづくりセンター・児童館敷地）

売却の場合 9.7億円
定期借地の場合 23.4億円（80年間）

＜ポイント＞
• 建設の際に仮設が必要。

（図書館のみ計上 5億円）
• 延床⾯積の削減による維持管理費の縮減

効果が⾒込める。
• 国からの国庫補助⾦や地⽅交付税措置に

より、市負担額の軽減が⾒込める。
• ⼟地活⽤益として、売却益⼜は賃借料の

ほか、固定資産税等の税収増が⾒込める。 9

建物のライフサイクルコスト（80年間）

建設費
58.4億円
（9.2%）

維持管理費
574億円

（90.8%）

市負担 594.3億円（80年間）
632.4-14.7-23.4=594.3

※公園中⼼パターンと図書館敷地中⼼パターンの折衷案についても、
80年間の想定事業費は図書館敷地中⼼パターンと同規模

複合化

建替え

リニューアル

図書館敷地中⼼パターンの想定事業費



〇 施設配置の概要
• 図書館、公⺠館、まちづくりセンター、⻘少

年学習センター、国際交流ラウンジ、児童館
を公⺠館敷地内に複合化

• ⾃転⾞駐⾞場は個別建替(延床⾯積3,610㎡)
• 公園は全⾯リニューアル
• 図書館敷地は駐⾞場として使⽤

複合施設の延床面積
7,885㎡ → 7,095㎡（－10％）

〇想定事業費 627.4億円（80年間）

〇国庫補助⾦ 14.7億円

〇土地活⽤益 なし

＜ポイント＞
• 建設の際に仮設が不要。
• 延床⾯積の削減による維持管理費の縮減

効果が⾒込める。
• 国からの国庫補助⾦や地⽅交付税措置に

より、市負担額の軽減が⾒込める。
• ⼟地活⽤益を⾒込めない。
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建物のライフサイクルコスト（80年間）

建設費
53.4億円
（8.5%）

維持管理費
574億円

（91.5%）

市負担 612.7億円（80年間）
627.4-14.7=612.7

複合化

建替え

リニューアル

公⺠館敷地中⼼パターンの想定事業費
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※ あくまでも、各検討パターンの想定事業費を把握
するための概算であり、面積や概算単価、補助⾦の
適⽤、土地活⽤益等は確定したものではありません。

現在地維持
パターン
（建替）

現在地維持
パターン
（リファイニング）

⿅沼公園中心
パターン

図書館敷地中心
パターン
（公園中心パターンと図書館
敷地中心パターンの折衷案に
ついても同様）

公⺠館敷地中心
パターン

公共施設の
延床⾯積
（⾃転⾞駐⾞場以外）

7,885㎡ 7,885㎡ 7,095㎡ 7,095㎡ 7,095㎡

想定事業費
（80年間）

705.2億円
建設費 62.5
維持管理費 642.7

680.5億円
建設費 48.1
維持管理費 632.4

627.4億円
建設費 53.4
維持管理費 574.0

632.4億円
建設費 58.4
維持管理費 574.0

627.4億円
建設費 53.4
維持管理費 574.0

国庫補助⾦ 0 0 14.7億円 14.7億円 14.7億円

⼟地活⽤益 0 0 57.0億円 23.4億円 0

市負担額 705.2億円 680.5億円 555.7億円 594.3億円 612.7億円

想定事業費の９割を占める
「維持管理費」を少なくする
ことや財源を確保することが、
次世代へ引き継ぐためのポイ
ントだね。

想定事業費のまとめ


